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平成25年８月９日 

各      位 

 

会 社 名  チ ヨ ダ ウ ー テ 株 式 会 社 

代表者名  代表取締役社長 平田 晴久 

（JASDAQ・コード5387） 

問合せ先  取締役 管理本部長 三輪 周美 

電  話 059‐364‐5215 

 

 

第三者割当により発行される株式の募集及び主要株主の異動に関するお知らせ 
 

 

当社は、平成25年８月９日開催の当社取締役会において、下記のとおり第三者割当により発行される株式の募集（以

下「本第三者割当増資」といいます。）を行うことについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

また、本第三者割当増資に伴い、当社の主要株主の異動が見込まれるため、併せてお知らせいたします。 

 

記 

Ⅰ．第三者割当により発行される株式の募集 

１．募集の概要 

（１）発行期日   平成25年８月27日 

（２）発行新株式数  当社普通株式1,350,000株 

（３）発行価額   １株につき金650円 

（４）発行価額の総額  金877,500,000円 

（５）資本組入額  １株につき金325円 

（６）資本組入額の総額  金438,750,000円 

（７）募集又は割当方法  第三者割当の方法によります。 

（割当先）   Knauf International GmbH 1,350,000株 

（８）その他  上記各号については、金融商品取引法に基づく届出の効力発生を条件とします。 

 

２．募集の目的及び理由 

当社は、平成18年４月に石膏ボード、断熱材、壁パネル、ミネラル天井その他の建材を世界各国に展開する

ドイツのクナウフ（Knauf）・グループと日本における石膏ボード事業を中心とした包括的な業務提携及び資本提

携を行うことに合意いたしました。当該事業提携の目的は、石膏ボードを含めた建材分野で世界屈指のメーカー

であるクナウフ・グループと提携することにより、当社の石膏ボード製造の技術水準の更なる向上を図るととも

に、クナウフ・グループと共同で建築廃材のリサイクルなど環境関連事業の拡大や新しい製品の商業化、アジア

地域での原材料の共同調達によるコスト削減などを目指すことであります。  

資本提携につきましては、クナウフ・グループとの協力関係を発展させる為に、クナウフ・グループの中核企

業の一つであるKnauf International GmbH（以下「割当先」といいます。）が当社株式を保有しております。割

当先は、平成19年12月に、従前からの所有株式に加え、当社株主から当社株式を追加取得、その後も平成22

年２月には当社の第三者割当増資を引受け、平成24年10月には当社株主から当社株式を追加取得し、また、平

成24年12月には当社保有の自己株式の処分を受けることにより資本関係を強化しており、現在3,141,434株（現

在の当社発行済株式総数14,120,000株に対して22.25％）の当社株式を保有しております。このように世界屈指

の建材メーカーであるクナウフ・グループとの資本面での関係強化は、当社取引先に対しても一層の当社信用力

の強化に寄与するものと考えております。また、平成20年６月には割当先のAuthorized Representativeのハ

ンス・ピーター・インゲニレム氏が当社社外取締役に就任しております。  
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業務提携につきましては、定期的なクナウフ・グループと当社との両社間の工場・研究所の相互訪問により、

石膏ボードの製造技術、応用技術の情報交流を行っております。また、平成20年１月に当社本社工場敷地内に

クナウフ･グループの経験を取り入れた研修センターを建設し、当社は、この施設を顧客に対する石膏ボード関

連の総合情報提供センターとして活用し、顧客の当社製品に対する理解を深めて頂いております。一方で、当社

は、当社で製造していないクナウフ・グループの製品を日本市場に導入すべく、広く国内の顧客に対し双方の製

品をＰＲするために平成22年５月に東京において「環境にやさしい持続性のある建築・建材による空間の創造」

をコンセプトとしたシンポジウムを両社共催で開催いたしました。その後、両社のマーケティングチームでクナ

ウフ・グループの製品の選定と評価を行い、日本市場への導入を検討して参りました。この様な取り組みを通し

て、平成23年８月に『AQUAPANEL Cement Board』を日本市場に上市し、水に強く簡単に曲面施工ができるセメ

ント板の内装下地材として温泉施設、病院、スポーツジム等の物件に採用されております。具体的に『AQUAPANEL 

Cement Board』の日本市場における採用実績として、平成23年度は、3,864㎡、平成24年度は、5,608㎡、今

年度に入り6月までの実績として1,015㎡と採用実績は堅調に伸びております。その他のクナウフ・グループの

製品として、『AMF（化粧天井板）』の不燃材料としての認定を取得するに至っており、上市の準備を進めており、

クナウフ・グループとの協業分野の更なる拡大へ向けた取り組みも行っております。 

また、クナウフ・グループと当社の技術者が共同で当社下関工場の製造コストを低減するための設備の見直し

を行った際には、技術エンジニアリングの見地からアドバイスを受け、当社の業績に一定の寄与をいたしており

ます。 

以上のようなことから、クナウフ・グループとの事業提携により石膏ボード製造の技術水準の更なる向上に加

え、廃石膏ボードを原料とする建設汚泥・浚渫土の再生資源化事業を強化し、年間30億円規模へと事業展開を

加速させたいと考えている当社としては、建築廃材のリサイクルなど環境関連事業の拡大や新しい製品の商業化

などが進展し、当社の中長期的な営業力・技術力の強化により経営成績の向上に寄与するものと考えております

が、未だ業務提携の業績に与える影響は限定的であります。他方、これまでの資本提携により財務体質の強化を

実現し、世界屈指の建材メーカーであるクナウフ・グループとの協力関係をより一段と強固なものとし深化させ

ることで当社の対外的な信用力がより担保されることから、今回の増資によりビジネスの面からも財務面からも

総合的に当社の企業価値向上に寄与すると考えていることから割当先との資本関係の更なる強化を選択し、本第

三者割当増資を選択いたしました。 
 

３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（１）調達する資金の額（差引手取概算額） 

調達する資金の総額  877,500,000円 

発行諸費用の概算額  4,000,000円 

差引手取概算額  873,500,000円 

※発行諸費用の内訳は、有価証券届出書等の作成・提出費用、弁護士費用等を予定しております。 

 

（２）調達する資金の具体的な使途 

具体的な使途 金額（円） 支出予定時期 

長期借入金返済 873,500,000円 平成25年９月～平成26年３月 

※ 上記差引手取概算額873,500,000円の全額は、下表記載の通り平成25年９月から平成26年３月の間に返済期

限が到来する長期借入金の返済の一部に全額充当し、有利子負債の圧縮を図ります。なお、支出実行までの資金

管理は、当社銀行預金口座にて適切に管理いたします。 

（単位：千円） 

返済期限 平成25年９月 平成25年10月 平成25年11月 平成25年12月 平成26年１月 平成26年２月 平成26年３月 

長期借入金 277,700 51,700 36,700 264,700 64,700 86,700 227,700 

借入使途 設備投資 設備投資 設備投資 設備投資 設備投資 設備投資 設備投資 

 

 

４．調達する資金使途の合理性に関する考え方 

本第三者割当増資による調達資金は、長期借入金返済に充当する予定であります。平成22年2月に当社は、

Knauf International GmbHに対し、第三者割当増資を実施し、837,000千円の資金調達を行い、全額借入金の返

済に充当いたしました。その結果、平成22年3月期の有利子負債は、13,096,810千円と対前年度比で1,142,090

千円の減少、その後、平成24年12月に当社は、同じくKnauf International GmbHに対し自己株式の売却処分
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を実施し、150,332千円を調達し、全額借入金の返済に充当しております。その結果、直近の平成25年3月期に

は、有利子負債は、12,740,704千円と順調に有利子負債の減少に繋がっており、当社財務体質の一層の改善及び

自己資本の強化を企図しております。一方で世界屈指の建材メーカーであるクナウフ・グループとの資本面での

関係強化によって当社におけるクナウフ・グループ製品関連の業容拡大が進んでおり、本第三者割当増資による

財務体質の強化は、各種協業強化策実施の為に必要となる場合の当社の機動的な資金調達余力の向上にも資する

と考えております。さらに資本面での関係強化は、当社取引先に対しても一層の当社信用力の強化にもつながる

ことから、当該資金の使途には合理性があると判断しております。 

 

 

５．発行条件等の合理性 

（１）払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

株式市場の環境は改善してきておりますが、当社株式の直近の当社株式売買出来高及び値付率（平成25年２

月～７月において78％）を勘案しますと、長期保有を前提としている本第三者割当増資の発行価格の算定につい

ては、直近の株価のみで算定することは適当ではないと認識しております。当社と割当先は、平成18年４月に

業務提携及び資本提携をすることに合意して以降、継続的に議論を行ってまいりました。それにより割当先は、

当社を取り巻く石膏ボードを含めた建材事業の市場見通し、事業提携により建築廃材のリサイクルなど環境関連

事業を推進していく当社の技術や成長性、今後の更なるシナジー効果の実現性を、これまでの提携関係も踏まえ

評価しております。また当社の工場や製造設備といった保有資産や借入状況を踏まえ、当社の平成25年３月期

の一株当たり純資産額（669円）といった財務数値もより重視すべきという判断に至っております。その様な状

況を踏まえて、両社で継続的に協議した結果、１株当たりの発行価格を650円とすることで合意に至りました。

なお当該発行価格は、本第三者割当増資に係る取締役会決議日の直前１ヶ月間（平成25年７月９日から平成25

年８月８日まで）の終値の平均値である477円（円未満切捨て）に対しては、36.27％のプレミアム、同直前３

ヶ月間（平成25年５月９日から平成25年８月８日まで）の終値の平均値である481円（円未満切捨て）に対し

ては、35.14％のプレミアム、同直前６ヶ月間（平成25年２月12日から平成25年８月８日まで）の終値の平均

値である510円に対しては、27.45％のプレミアムとなりますが、日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱い

に関する指針」を勘案し、割当先と協議のうえ決定したものであり、特に有利な発行価格には該当しないものと

判断いたしました。 

また、払込金額が割当先に特に有利でないことに係る適法性に関する監査役の意見につきましては、本第三者

割当増資に係る当社取締役会決議に参加した当社社外監査役を含む各監査役から、払込金額が割当先に特に有利

でない旨の意見を得ております。 

 

（２）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

本第三者割当増資により新規に発行する株式数は、1,350,000株（議決権数13,500個）であり、これは、現在

の当社発行済株式総数14,120,000株（平成25年３月31日現在の総議決権数141,188個）に対し9.56％の割合

（総議決権数に対する割合9.56％）に相当し、これにより一時的に１株当たりの株式価値の希薄化が生じます。

しかしながら、昨今の当社を取り巻く厳しい事業環境のなかで、速やかに、かつ確実に資金調達を行い、その資

金を長期借入金返済に有効活用し財政基盤を強化することで、今後の当社の企業価値の増大に寄与し、最終的に

既存株主の利益向上に資するものと考えております。以上の理由により、本第三者割当増資の募集の規模は、合

理的であると考えております。 

 

６．割当先の選定理由等 

（１）割当先の概要 

（平成25年８月９日現在） 

① 商 号 Knauf International GmbH 

② 本 店 所 在 地 Federal Republic of Germany, 97346 Iphofen, Am Bahnhof 7. 

③ 代表者の役職・氏名
Alexander Knauf (General Manager) 

Manfred Grundke (General Manager) 

④ 事 業 内 容 持株会社 

⑤ 資 本 金 の 額 55,040,000ユーロ 

⑥ 設 立 年 月 日 平成10年１月23日 

⑦ 発 行 済 株 式 数 － 
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⑧ 事 業 年 度 の 末 日 12月31日 

⑨ 従 業 員 数 － 

⑩ 主 要 取 引 先 持株会社であるため、該当事項はありません。 

⑪ 主 要 取 引 銀 行 UniCredit Bank AG 

⑫ 大株主及び持株比率 Gebr. Knauf Verwaltungsgesellschaft KG 99.99％ 

⑬ 当 社 と の 関 係 等

資 本 関 係
割当先は当社普通株式3,141,434株（発行済株式数対比で22.25％）

を保有しております。 

取 引 関 係 クナウフ・グループの一部製品を日本市場で販売しております。 

人 的 関 係
当社取締役ハンス・ピーター・インゲニレム氏は割当先であるKnauf 

International GmbHのAuthorized Representativeであります。 

関連当事者

への該当状

況 

割当先は当社主要株主であり、連結財務諸表規則第15条の４に定

める関連当事者に該当します。 

⑭ 最近３年間の経営成績及び財政状態                   （単位：ユーロ） 

 平成22年12月期 平成23年12月期 平成24年12月期 

純 資 産 1,733,365,061 1,882,573,648 1,987,258,542 

総 資 産 1,821,032,541 1,991,801,212 2,520,699,332 

経 常 利 益 246,619,326 155,842,459 111,812,345 

当 期 純 利 益 238,784,638 149,208,586 104,684,893 

※ なお、割当先が属するクナウフ・グループは、世界最大級の石膏ボードメーカーのひとつであり、世界的な総

合建材メーカーとしての社会的信用力は十分と考えております。また、割当先及び当該割当先の役員又は主な出

資者が暴力団等とは一切関係がない旨の確認書を割当先より受領しており、その旨の確認書を株式会社東京証券

取引所に提出しております。 

 

（２）割当先を選定した理由 

本お知らせの「２．募集の目的及び理由」に記載のとおり、当社はクナウフ・グループとの提携をさらに進め深

化させることで、当社の石膏ボード製造の技術水準の更なる向上、建築廃材のリサイクルなど環境関連事業の拡大

や新しい製品の商業化を推進させることができると考えております。また、営業力・技術力の強化を図り、経営成

績を向上させることができ、将来的には当社の企業価値及び株式価値の最大化を図れると判断し、Knauf 

International GmbHを割当先といたしました。 

 
（３）割当先の保有方針 

割当先からは、当社との事業提携を前提として、当社株式を長期保有する方針であることを口頭にて確認して

おります。 

なお、当社は、割当先が払込期日から２年間において、割当新株式の全部又は一部を譲渡した場合には、譲渡

を受けた者の氏名及び譲渡株式数等の内容を直ちに書面にて当社へ報告すること、当社が当該報告に基づく報告

を株式会社東京証券取引所に行い、当該報告の内容が公衆の縦覧に供されることに同意することにつき、割当先

から払込期日までに確約書を得る予定であります。 

 

（４）割当先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

前述のとおり、クナウフ・グループは石膏ボードを含めた建材分野で世界屈指のメーカーですが、当社は割当

先の直近の財務諸表の内容を確認した結果、本第三者割当増資の払込みに要する財産を保有しているものと判断

しており、さらに割当先から本第三者割当増資の払込みに関して懸念がない旨の確認書も受領しております。 

 

７．募集後の大株主及び持株比率 

募集前（平成25年３月31日現在） 募集後 

Knauf International  GmbH  22.25％ Knauf International GmbH 29.03％ 

株式会社平田興産 11.58％ 株式会社平田興産 10.57％ 

株式会社ゼロシステム 10.37％ 株式会社ゼロシステム 9.47％ 
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平田 美代子 4.49％ 平田 美代子 4.10％ 

基毘商事株式会社 4.25％ 基毘商事株式会社 3.88％ 

チヨダ共栄会 3.59％ チヨダ共栄会 3.28％ 

平田 晴久 3.12％ 平田 晴久 2.85％ 

大池 久代 2.99％ 大池 久代 2.73％ 

チヨダ取引先持株会 2.59％ チヨダ取引先持株会 2.37％ 

平田 勝己 2.31％ 平田 勝己 2.11％ 

（注）１. 上記の割合は、小数点第３位を四捨五入しております。 

２．募集後の持株比率は、平成25年３月31日現在の株主名簿を基準として記載しております。 

 

 

８．今後の見通し 

 本第三者割当増資により、クナウフ・グループとの協力関係が更に強化され、中長期的な当社の営業力・技術

力の強化、さらには企業価値及び株主価値の向上につながるものと考えております。なお、平成 26 年３月期の

業績に与える影響は軽微であります。 

 

９．企業行動規範上の手続きに関する事項 

本第三者割当増資は、① 希釈化率が 25％未満であること、② 支配株主の異動を伴うものではないことから、株

式会社東京証券取引所の定める「有価証券上場規程」第432条に定める独立第三者からの意見入手及び株主の意思確

認手続きは要しません。 

 

10．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（１）最近３年間の業績（連結）（単位：百万円） 

 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 

売 上 高 25,680 27,856 27,977

営 業 利 益 △768 549 418

経 常 利 益 △1,018 336 202

当 期 純 利 益 △1,332 300 △1,027

１株当たり当期純利益（円） △94.48 21.57 △73.58

１株当たり配当金（円） 3.00 5.00 5.00

１株当たり純資産（円） 720.63 739.24 669.37

 

（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（平成25年３月31日現在） 

種    類 株  式  数 発行済株式数に対する比率

発 行 済 株 式 数 14,120,000株 100％

現時点の転換価額（行使価額）

に お け る 潜 在 株 式 数 
―株 ―％

下限値の転換価額（行使価額）

に お け る 潜 在 株 式 数 
―株 ―％

上限値の転換価額（行使価額）

に お け る 潜 在 株 式 数 
―株 ―％

 

（３）最近の株価の状況 

 ① 最近３年間の状況 

 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 

始  値 407円 574円 424円

高  値 572円 590円 579円

安  値 381円 401円 413円

終  値 571円 435円 552円
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②  最近６か月間の状況 

 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 

始  値 554円 552円 533円 535円 482円 472円

高  値 565円 579円 553円 535円 484円 499円

安  値 552円 551円 515円 489円 441円 450円

終  値 553円 552円 530円 500円 457円 467円

 

③  発行決議日の前日における株価 

 平成25年8月8日現在 

始  値 483円 

高  値 487円 

安  値 483円 

終  値 487円 

 

（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

   第三者割当による新株式発行 

発行期日 平成22年２月25日 

調達資金の額 837,000,000円（差引手取概算額） 

発行価額 1株につき金700円 

募集時の発行済株式数 12,910,000株 

募集後における発行済株

式数 

14,120,000株 

割当先 Knauf International GmbH 

当初の資金使途 借入金返済 

当初の支出予定時期 平成22年２月 

現時点における資金の充

当状況 

予定どおり全額を借入金返済に充当しました。 

    

第三者割当による自己株式の処分 

処分期日 平成24年12月４日 

調達資金の額 150,332,100円（差引手取概算額） 

処分価額 1株につき金650円 

処分時の発行済株式数 14,120,000株 

処分後における発行済株

式数 

14,120,000株 

処分先 Knauf International GmbH 

当初の資金使途 長期借入金返済 

当初の支出予定時期 平成24年12月 

現時点における資金の充

当状況 

予定どおり全額を長期借入金返済に充当しました。 

 

11．発行要項 

（１）発行株式数 当社普通株式1,350,000株 

（２）発行価額 １株につき金650円 

（３）発行価額の総額 金877,500,000円 

（４）資本組入額 １株につき金325円 

（５）資本組入額の総額 金438,750,000円 

（６）募集又は割当方法 第三者割当の方法によります。 

（割当先）Knauf International GmbH 1,350,000株 

（７）申込期日 平成25年８月26日 
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（８）払込期日 平成25年８月27日 

（９）上記の各号については、金融商品取引法に基づく届出の効力発生を条件とします。 
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Ⅱ．主要株主の異動 

１．異動予定年月日 

平成25年８月27日 

 

２．異動が生じる経緯 

前述「Ⅰ．第三者割当により発行される株式の募集」に記載の本第三者割当増資による新株式の発行に伴い、当社

の主要株主である株式会社ゼロシステムは、当社の主要株主に該当しなくなる見込みであります。 

 
３．異動する株主の概要 

新たに主要株主に該当しなくなるもの 

(１) 名 称 株式会社ゼロシステム 

(２) 本 店 所 在 地 三重県四日市市住吉町15番15号 

(３) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 平田耕一 

(４) 主な事業内容 石油類等の販売 

(５) 資 本 金 の 額 85,000,000円 

 
４．当該株主の所有株式数（議決権の数）及び総株主の議決権の総数に対する割合 

 議決権の数 
（所有株式数） 

総株主の議決権 
の数に対する割合 

大株主順位 

異動前 

（平成25年３月31日現在）

14,644個 

（1,464,450株） 

10.37％ 第３位 

異動後 14,644個 

（1,464,450株） 

9.47％ 第３位 

（注）１．議決権を有しない株式として発行済株式総数から控除した株式は、1,200株です。 

２．異動前の総株主の議決権の数に対する割合は、平成25年３月31日現在の総株主の議決権の数141,188

個を分母としており、異動後の総株主の議決権の数に対する割合は、同議決権の数141,188個に本第三

者割当増資に伴い増加する議決権の数13,500個を加えた議決権の数154,688個を分母としております。 

３．小数点第３位を四捨五入しております。 
 
５．今後の見通し 

本第三者割当増資により、株式会社ゼロシステムは、当社の主要株主に該当しなくなりますが、株式会社ゼロシス

テムの保有株式数に変動はなく、当該異動による当社業績への影響はありません。 

 

以 上 


